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業務説明資料 
 
 本説明書に記載した内容には、現在検討中のものも含まれるため、本プロポーザルのみの設定条件と
し、将来の業務（設計）実施の条件となるものではありません。 
 
１ 委託業務名 
  令和８年度九都県市首脳会議廃棄物問題検討委員会持続可能な資源利用促進事業に係る啓発キャン

ペーン等実施業務委託 
 
２ 契約期間 
  契約締結日から令和９年２月 26 日（金）まで 
 
３ 履行場所 
  発注者が指定する場所 
 
４ 業務目的 

首都圏をはじめ、日本国内のワンウェイプラスチック製品（使い捨てプラスチック製品）、容器包装、
食品廃棄物の減量化やリサイクルを促進するためそれらに取り組む事業者が行う「チャレンジ省資源
宣言」（注）を推進することにより事業者の自主的な発生抑制や減量化等の取組を支援するとともに、
その取組を広く域内住民に周知することで、持続可能な資源利用への転換に向けた消費者の選択を促
すことを目的とする。 
具体的には、ワンウェイプラスチック製品の製造、加工、卸売若しくは小売を生業として行う事業

者又はワンウェイプラスチック製品を利用する事業者が行う「チャレンジ省資源宣言」を推進し、宣
言事業者と連携することで、広く住民に対し、プラスチック製品及び過剰な容器包装の削減に向けた
事業者の取組を周知する。 
 

 （注）「チャレンジ省資源宣言」 
九都県市首脳会議廃棄物問題検討委員会が、ワンウェイプラスチック製品、容器包装、食品廃棄
物の発生抑制や減量化等について事業者が行う取組を応援し、住民への普及啓発を行うことで持
続可能な資源利用への転換を目指す事業。 

 
５ 委託限度額 13,000,000 円 （消費税及び地方消費税相当額を含む） 
  ※提案時には、参考見積書を添付すること。 
 
６ 実施事業 
(1) 通年広報用ポスターの作成・配布 

「チャレンジ省資源宣言」の認知度向上及びワンウェイプラスチック製品、容器包装及び食品廃棄
物の発生抑制・減量化等の普及促進のため、通年利用できるポスターを作成し、指定する場所に配布
する。 
 

 作成予定数： 縦Ａ２判（2,000 部程度）  
         縦Ｂ４判（2,000 部程度） 

印刷方法：カラー片面刷り、グリーン購入法基本方針 22-2「印刷」の判断基準を満たすこと 
配布場所：九都県市各自治体指定場所、宣言事業者の希望する店舗・部署 

 
(2) チャレンジ省資源宣言事業周知啓発キャンペーンの実施 
  「チャレンジ省資源宣言」の認知度向上及びワンウェイプラスチック製品、容器包装及び食品廃棄
物の発生抑制・減量化等の普及促進のため、プレゼントキャンペーンを実施する。 

 
期間: 令和８年 10 月 1日（木）～令和８年 12 月 14 日（月） 
対象事業者: 製造事業者 20 社、小売事業者 12 社、飲食事業者１社程度 

 
ア リーフレットの作成・配布 

作成予定数: 120,000 部程度 
印刷方法: カラー両面刷り A5判 8ページ程度（じゃばら折り）、グリーン購入法基本方針 22-2

「印刷」の判断基準を満たすこと 
配布場所: 公共施設、宣言事業者の希望する店舗・部署（計 300 か所程度） 
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配布期限: キャンペーン開始 1週間前の平日 
 

イ キャンペーン応募 Web サイトの作成 
内容: プレゼントキャンペーン告知、応募フォーム（アンケートを含む）、宣言事業者の取組紹

介等 
 
ウ アンケートの集計・分析・結果報告 

内容: 応募者のアンケート結果を集計・分析し、事業報告書に記載する。 
 

エ プレゼントキャンペーンの管理・発送  
内容: プレゼント品の手配・管理、当選者の選定・発送、問い合わせ対応等 

 
 

(3) 「BEYOND SDGs エコプロ」への出展による啓発 
    九都県市廃棄物問題検討委員会ブースを出展し、「チャレンジ省資源宣言」及びキャンペーンに

ついて PRを行う 
     

実施日：令和８年 12 月 2日（水）から 12 月 4 日（金）まで 
実施場所：東京ビッグサイト 
業務内容：トータルデザイン、来場者配布用ノベルティの選定、当日運営、その他出展に関する

調整等 
出展内容：九都県市首脳会議廃棄物問題検討委員会の取組紹介、宣言事業者の取組紹介、ノベル

ティ配布等 
     

(4) その他の周知・広報（減量化・再資源化部会） 
上記(1)から(3)による啓発効果をトータルで補強し、発注者の示す条件を満たす効果的な周知方

法を提案の上、実施すること。 
     

(5) 受注者と宣言事業者の連絡体制等（リレーション業務）に関すること 
上記(1)から(3) 実施に当っては、発注者の示す条件に留意し、受注者と宣言事業者が連携し円 
滑な業務遂行に努めること。 

 
７ 事業報告書の作成 

事業終了後、実施結果に係るデータを収集分析し、報告書に取りまとめる。 
 
８ 留意事項 

契約締結後、速やかに作業計画書を提出すること。 
発注者及び連携する事業者と随時連絡を取り、事業内容について十分な調整を図ること。 
業務内容及び進行状況について、発注者に随時報告し、指示を受けること。 

 
９ 発注者 

九都県市首脳会議廃棄物問題検討委員会  
 【減量化・再資源化部会事務局（令和８年幹事）】 

相模原市環境経済局環境部資源循環推進課 
〒252-5277 神奈川県相模原市中央区中央 2丁目 11 番 15 号 
電  話  042-769-8245 
Ｅメール  9tokenshi@city.sagamihara.kanagawa.jp 

 
※令和９年１月からは、令和９年幹事のさいたま市に事務局を引き継ぎます。 

 

mailto:9tokenshi@city.sagamihara.kanagawa.jp

